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2015年NPT再検討会議を振り返って 
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（すずき たつじろう、 RECNAセンター長） 
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ラムジーノ事務総長一行来崎、特別講演会を開催 
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と「核 保 有 国」













（かわの はやと、長崎大学環境科学部3年 ） 
ナガサキ･ユース代表団 河野 早杜 
国連内で開催した自主イベントで発表する筆者（右から二番目） 













-講師：西田 充 (RECNA客員教授) 
-場所：国立長崎原爆死没者追悼平和祈念館 
    交流ラウンジ地下2階 
-時間:13:30-15:30 
  ※事前申込不要/受講料無料 
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■CTBT Science & Technology Conference/Academic Forum
"Nuclear Disarmament and CTBT Education in Nagasaki
  University"(ポスター発表）（広瀬副センター長） 
■2015年度版「世界の核弾頭データポスター」完成記者会見
（調学長特別補佐、鈴木センター長、中村准教授、冨塚准教授） 
■島原にてNPT報告会（中村准教授）
■八戸高専にて原子力講座（鈴木センター長）
■八戸シンポジウム-放射性廃棄物と地域を考える
(鈴木センター長) 
■RECNA計画委員会（調学長特別補佐、鈴木センター長、
広瀬副センター長、全教授）
■ピースボート川崎哲氏と学生交流会
（中村准教授、RECNAサポーター） 
8月10日(月) 
9月12日(土) 
お知らせ 
※ニューズレターを電子版でお受け取り御希望の方は、 
 下記メールアドレスへ御一報下さいますようお願いいたします。 
いわゆる「安全保障関連法案」が今国会で成立する見通しが濃厚に
なっている。この法案をめぐっては、賛否両論の議論があり、長崎を含
め、各地で反対の動きも活発になっている。法案成立のプロセスはさ
ておき、最大の論点となっている「集団的自衛権」であるが、政府はこ
れを認めることにより、日米安保体制はより強固なものになるので、日
本の安全もより強固になるとの立場である。これは、日本を取り巻く安
全保障環境が厳しさを増す中で、米国の軍事力への信頼、あるいは
依存を増すことで、日本の安全にとって脅威となる国々の行動を抑止
しようとする意図に他ならない。ここで私がどうしても思い出してしまうの
が、戦前に日本が米英、特に米国との対立が激化した時に、日独伊
三国軍事同盟に踏み切ることで日本の安全を確保しようとした当時の
外務大臣松岡洋右のことである。彼はあらゆる手立てを尽くして対米
戦だけは回避しようと努めていたが、米国に対しては「毅然たる態度」
と「殴られたら殴り返す」姿勢を見せることでしか対等に交渉の席に着
かせることはできないという固い信念を持っており、対米交渉を支える
後ろ楯として三国同盟を選択した。ところが結果として三国同盟の成
立は日米の対立を悪化させ、米国への牽制としては機能しなかったの
である。日米開戦の報に接し、松岡は、「三国同盟の締結は､僕一生
の不覚だったことを､いまさらながら痛感する。これを思うと､死んでも死
にきれない」と漏らしたという。日本の政治家が再び同じ言葉を漏らす
ようなことは絶対にあってはいけないのである。 
（ひろせ さとし、RECNA副センター長） 
編集後記 
